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独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 業務方法書 新旧対照表

改正案 現行 （参考）雇用・能力開発機構業務方法書

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構業務方法書 独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構業務方法書 独立行政法人雇用・能力開発機構業務方法書

目次 目次 目次

第１章 総則（第１条－第３条） 第１章 総則（第１条－第３条） 第１章 総則（第１条－第３条）

第２章 業務の方法（第４条－第１５条） 第２章 業務の方法（第４条－第１３条） 第２章 業務の方法（第４条－第２２条）

第３章 業務の受託及び委託（第１６条－第２２条） 第３章 業務の受託及び委託（第１４条－第２０条） 第３章 業務委託の基準（第２３条・第２４条）

第４章 契約の方法（第２３条－第３０条） 第４章 契約の方法（第２１条－第２８条） 第４章 競争入札その他契約に関する基本的事項（第２５条

－第２７条）

第５章 業務の成果の普及等の方法（第３１条－第３３条） 第５章 業務の成果の普及等の方法（第２９条－第３１条） 第５章 その他機構の業務の執行に関して必要な事項（第２

第６章 施設等の貸与（第３４条） 第６章 施設等の貸与（第３２条） ８条）

第７章 業務運営に関する事項の公表の方法（第３５条） 第７章 業務運営に関する事項の公表の方法（第３３条）

附則 附則 附則

第１章 総則 第１章 総則 第１章 総則

（目的） （目的） （目的）

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年 第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年 第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成１１年

法律第１０３号。以下「通則法」という ）第２８条第１項 法律第１０３号。以下「通則法」という ）第２８条第１項 法律第１０３号。以下「通則法」という ）第２８条第１項。 。 。

及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の業務運 及び独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構の業務運営並び 並びに独立行政法人雇用・能力開発機構の業務運営並びに財

（ 。営並びに財務及び会計に関する省令（平成１５年厚生労働省 に財務及び会計に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１ 務及び会計に関する省令 平成１６年厚生労働省令第２２号

令第１４７号）第１条の２の規定に基づき、独立行政法人高 ４７号）第１条の２の規定に基づき、独立行政法人高齢・障 以下「機構則」という ）第１条及び附則第８条第１項の規。

。 。 、 （ 「 」齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という ）の 害者雇用支援機構（以下「機構」という ）の業務の方法に 定に基づき 独立行政法人雇用・能力開発機構 以下 機構

業務の方法について、基本的事項を定め、もってその業務の ついて、基本的事項を定め、もってその業務の適正な運営に という ）の業務の方法について、基本的事項を定め、もっ。

適正な運営に資することを目的とする。 資することを目的とする。 てその業務の適正な運営に資することを目的とする。

（業務の執行） （業務の執行） （業務の執行）

第２条 機構の業務は、通則法及び独立行政法人高齢・障害・ 第２条 機構の業務は、通則法及び独立行政法人高齢・障害者 第２条 機構の業務は、通則法及び独立行政法人雇用・能力開

求職者雇用支援機構法 平成１４年法律第１６５号 以下 機 雇用支援機構法 平成１４年法律第１６５号 以下 機構法 発機構法（平成１４年法律第１７０号。以下「機構法」とい（ 。 「 （ 。 「 」

構法」という ）並びに関係法令によるほか、この業務方法 という 並びに高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 昭 う ）並びに関係法令によるほか、この業務方法書に定める。 。） （ 。

書に定めるところにより行う。 和４６年法律第６８号。以下「高齢法」という 、障害者 ところにより行う。。）

の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号。

以下「障害法」という ）等の関係法令によるほか、この業。

務方法書に定めるところにより行う。

yinada
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（業務運営の基本方針） （業務運営の基本方針） （業務運営の基本方針）

第３条 機構は、主務大臣の認可を受けた中期計画（当該計画 第３条 機構は、主務大臣の認可を受けた中期計画（当該計画 第３条 機構は、厚生労働大臣の認可を受けた中期計画（当該

を変更した場合にあっては、変更の認可を受けた中期計画と を変更した場合にあっては、変更の認可を受けた中期計画と 計画を変更した場合にあっては、変更の認可を受けた中期計

する ）によるほか、通則法及び機構法並びに関係法令に定 する ）によるほか、通則法及び機構法並びに関係法令に定 画とする ）によるほか、通則法及び機構法並びに関係法令。 。 。

めるところにより、業務の効率的かつ効果的な運営を期する めるところにより、業務の効率的かつ効果的な運営を期する に定めるところにより、業務の効率的かつ効果的な運営を期

とともに、その透明性の確保に努め、もって高年齢者等及び とともに、その透明性の確保に努め、もって高年齢者等及び するとともに、その透明性の確保に努め、良好な雇用の機会

障害者並びに求職者その他の労働者の職業の安定その他福祉 障害者の職業の安定その他福祉の増進を図るとともに、経済 の創出その他の雇用開発、職業能力の開発及び向上並びに勤

の増進を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与するもの 及び社会の発展に寄与するものとする。 労者の生活の安定を図り、もって労働者の雇用の安定その他

とする。 福祉の増進と経済の発展に寄与するものとする。

第２章 業務の方法 第２章 業務の方法

（高年齢者等の雇用に係る給付金の支給業務） （高年齢者等の雇用に係る給付金の支給業務）

第４条 機構は、機構法第１４条第１項第１号の業務として、 第４条 機構は、機構法第１１条第１項第１号の業務として、

（ 「 」高年齢者等（高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和 高年齢者等 高齢法第４９条第１項に規定する 高年齢者等

４６年法律第６８号）第４９条第１項に規定する「高年齢者 をいう。以下同じ ）の雇用機会の増大に資する措置を講ず。

等」をいう。以下同じ ）の雇用機会の増大に資する措置を る事業主又はその事業主の団体に対して、雇用保険法施行規。

講ずる事業主又はその事業主の団体に対して、雇用保険法施 則（昭和５０年労働省令第３号。以下「雇保則」という ）。

行規則 昭和５０年労働省令第３号 以下 雇保則 という 第１０４条第１項に規定する定年引上げ等奨励金（以下「給（ 。 「 」 。）

第１０４条第１項に規定する定年引上げ等奨励金（以下「給 付金」という ）の支給業務を行うものとする。。

付金」という ）の支給業務を行うものとする。。

２ （略） ２ （略）

第５条 （略） 第５条 （略）

（高年齢者等の雇用に係る相談その他の援助業務） （高年齢者等の雇用に係る相談その他の援助業務）

第６条 機構は、機構法第１４条第１項第２号の業務として、 第６条 機構は、機構法第１１条第１項第２号の業務として、

次の各号に掲げる業務を行うものとする。 次の各号に掲げる業務を行うものとする。

（１）から（４）まで（略） （１）から（４）まで（略）

２及び３ （略） ２及び３ （略）

（高齢期の職業生活設計に係る助言又は指導業務） （高齢期の職業生活設計に係る助言又は指導業務）

第７条 機構は、機構法第１４条第１項第３号の業務として、 第７条 機構は、機構法第１１条第１項第３号の業務として、

次の各号に掲げる業務を行うものとする。 次の各号に掲げる業務を行うものとする。

（１）から（３）まで（略） （１）から（３）まで（略）

２ （略） ２ （略）

（障害者職業センターの設置運営業務） （障害者職業センターの設置運営業務）
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第８条 機構は、機構法第１４条第１項第４号の業務として、 第８条 機構は、機構法第１１条第１項第４号の業務として、

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２ 障害法第１９条第１項に規定する障害者職業センター（同項

３号。以下「障害法」という ）第１９条第１項に規定する 各号に掲げる障害者職業総合センター、広域障害者職業セン。

障害者職業センター（同項各号に掲げる障害者職業総合セン ター及び地域障害者職業センターをいう ）の設置及び運営。

ター、広域障害者職業センター及び地域障害者職業センター の業務を行うものとする。

をいう ）の設置及び運営の業務を行うものとする。。

２ （略） ２ （略）

（障害者職業能力開発校の運営業務） （障害者職業能力開発校の運営業務）

第９条 機構は、機構法第１４条第１項第５号の業務として、 第９条 機構は、機構法第１１条第１項第５号の業務として、

（ ） （ ）職業能力開発促進法施行規則 昭和４４年労働省令第２４号 職業能力開発促進法施行規則 昭和４４年労働省令第２４号

第８条第２項に規定する中央障害者職業能力開発校及び吉備 第８条第２項に規定する中央障害者職業能力開発校及び吉備

高原障害者職業能力開発校（以下「中央障害者職業能力開発 高原障害者職業能力開発校の運営の業務を行うものとする。

校等」という ）の運営の業務を行うものとする。。

２ 中央障害者職業能力開発校等の行う職業訓練に係る教科、

訓練時間、設備その他の事項に関する基準は、訓練課程ごと

に、職業能力開発促進法施行規則第１０条から第１３条まで

及び第２０条に定めるところによるものとする。

３ 第１項の業務は、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第 ２ 前項の業務は、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６

６４号）第５条第１項の職業能力開発基本計画、同法第７条 ４号）第５条第１項の職業能力開発基本計画、同法第７条第

第１項の都道府県職業能力開発計画及び同法第１５条の７の １項の都道府県職業能力開発計画及び同法第１５条の７の職

職業訓練実施計画を踏まえて行うものとする。 業訓練実施計画を踏まえて行うものとする。

４ 中央障害者職業能力開発校等の行う職業訓練（求職者に対 ３ 職業訓練（求職者に対して行うものを除く ）に要する費。

して行うものを除く ）に要する費用は、訓練課程ごとに適 用は、訓練課程ごとに適正な基準に従って定める額を徴収す。

正な基準に従って定める額を徴収するものとする。 るものとする。

５ 第１項の業務の実施については、前３項に規定するものの ４ 第１項の業務の実施については、職業能力開発促進法その

ほか、職業能力開発促進法その他の関係法令及び機構が別に 他の関係法令に規定するもののほか、機構が別に定めるとこ

定めるところにより行うものとする。 ろにより行うものとする。

（納付金関係業務等） （納付金関係業務等）

、 、 、 、第１０条 機構は 機構法第１４条第１項第６号の業務として 第１０条 機構は 機構法第１１条第１項第６号の業務として

次に掲げる業務を行うものとする。 次に掲げる業務を行うものとする。

（１）から（７）まで（略） （１）から（７）まで（略）

２から７まで（略） ２から７まで（略）

第１１条及び第１２条 （略） 第１１条及び第１２条 （略）

（職業能力開発促進センターその他の施設の設置運営業務） （職業能力開発大学校等の設置運営等業務）

、 、 、 、第１３条 機構は 機構法第１４条第１項第７号の業務として 第１１条 機構は 機構法第１１条第１項第７号の業務として

職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校及び職業能力 次の各号に掲げる業務を行うものとする。
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開発促進センター（以下「職業能力開発促進センター等」と (１) 職業能力開発大学校の設置及び運営を行うこと。

いう ）並びに職業能力開発総合大学校の設置及び運営並び (２) 職業能力開発短期大学校の設置及び運営を行うこと。。

に職業訓練等（職業能力開発促進センター等又は職業能力開 (３) 職業能力開発促進センターの設置及び運営を行うこ

発総合大学校の行う職業訓練又は指導員訓練をいう。以下こ と。

の条において同じ ）を受ける者のための宿泊施設の設置及 (４) 職業能力開発総合大学校の設置及び運営を行うこと。。

び運営を行うものとする。 (５) 職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第１

５条の６第１項ただし書に規定する職業訓練を実施する

こと。

(６) 事業主その他のものの行う職業訓練の援助を行うこ

と。

２ 職業訓練等に係る訓練の対象者、教科、訓練時間、設備そ ２ 前項第１号から第４号までに掲げる施設の行う職業訓練に

の他の事項に関する基準は、訓練課程ごとに、職業能力開発 係る訓練の対象者、教科、訓練時間、設備その他の事項に関

促進法施行規則第１０条から第１５条まで及び第３６条の６ する基準については、訓練課程ごとに、職業能力開発促進法

から第３６条の１０までに定めるところによるものとする。 施行規則（昭和４４年労働省令第２４号）第１０条から第１

５条まで、及び第３６条の６から第３６条の１０までに定め

るところによる。

３ 職業訓練等（職業能力開発促進法第２３条第１項に規定す ３ 第１項第１号から第４号までに掲げる施設の行う職業訓練

る職業訓練を除く ）に要する費用は、訓練課程ごとに、適 （職業能力開発促進法第２３条第１項に規定する職業訓練を。

正な基準に従って定める額を徴収するものとする。 除く ）に要する費用は、訓練課程ごとに、適正な基準に従。

って定める額を徴収するものとする。

４ 第１項の業務は、職業能力開発促進法第５条第１項の職業 ４ 第１項の業務は、職業能力開発促進法第５条第１項の職業

能力開発基本計画、同法第７条第１項の都道府県職業能力開 能力開発基本計画、同法第７条第１項の都道府県職業能力開

発計画及び同法第１５条の７の職業訓練実施計画を踏まえて 発計画及び同法第１５条の７の職業訓練実施計画を踏まえて

行うものとする。 行うものとする。

５ 第１項の施設（同項の宿泊施設を除く ）を整備する場合 ５ 第１項第１号から第４号までに掲げる施設を整備する場合。

にあっては、当該施設を都市計画（都市計画法（昭和４３年 にあっては、当該施設を都市計画（都市計画法（昭和４３年

） 。） ） 。）法律第１００号 第４条第１項に規定する都市計画をいう 法律第１００号 第４条第１項に規定する都市計画をいう

その他市街地の整備の見地から適当なものとなるように整備 その他市街地の整備の見地から適当なものとする。

するものとする。

６ 第１項の業務の実施については、第２項から前項までに規 ６ 第１項の業務の実施については、第２項から前項までに規

定するもののほか、職業能力開発促進法その他の関係法令及 定するもののほか、職業能力開発促進法その他の関係法令及

び機構が別に定めるところにより行うものとする。 び機構が別に定めるところにより行うものとする。

（職業訓練宿泊施設の設置運営等業務）

、 、第１２条 機構は 機構法第１１条第１項第８号の業務として

次の各号に掲げる業務を行うものとする。

(１) 公共職業能力開発施設又は職業能力開発総合大学校の

行う職業訓練若しくは指導員訓練を受ける者のための職

業訓練宿泊施設の設置及び運営を行うこと。

(２) （略）
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（求職者支援法に基づく職業訓練の認定業務）

、 、第１４条 機構は 機構法第１４条第１項第８号の業務として

職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法

（ 。 「 」 。）律 平成２３年法律第４７号 以下 求職者支援法 という

第４条第１項の規定による認定に関する事務を行うものとす

る。

２ 前項の認定に関する基準は、求職者支援法第４条第１項各

号及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関

する法律施行規則（平成２３年厚生労働省令第９３号）第２

条に定めるところによるものとする。

３ 第１項の業務の実施については、前項に規定するもののほ

か、求職者支援法その他の関係法令及び機構が別に定めると

ころにより行うものとする。

（附帯業務） （附帯業務） （附帯業務）

第１５条 機構は 機構法第１４条第１項第９号の業務として 第１３条 機構は 機構法第１１条第１項第７号の業務として 第１４条 機構は、機構法第１１条第１項第１０号及び同条第、 、 、 、

同項第１号から第８号までに掲げる業務に関する広報、調査 同項第１号から第６号までに掲げる業務に関する広報、調査 ３項第２号の業務として、同条第１項第１号から第９号まで

その他の業務に附帯する業務を行うものとする。 その他の業務に附帯する業務を行うものとする。 及び同条第３項第１号に掲げる業務に関する広報、調査その

。２ （略） ２ （略） 他の業務に附帯する業務を行うものとする

第３章 業務の受託及び委託 第３章 業務の受託及び委託 第３章 業務委託の基準

（業務の受託） （業務の受託）

第１６条 機構は、国その他の団体等の業務を受託できるもの 第１４条 機構は、国その他の団体等の業務を受託できるもの

とする。 とする。

２ 前項の受託は、機構法第１４条第１項各号並びに機構法附 ２ 前項の受託は、機構法第１１条第１項各号並びに機構法附

則第５条第１項各号、第２項各号及び第３項各号に掲げる業 則第５条第１項各号及び第２項各号に掲げる業務の範囲内に

務の範囲内において、その業務に支障のない場合に限り行う おいて、その業務に支障のない場合に限り行うものとする。

ものとする。

第１７条 機構は、前条の定めるところにより業務を受託しよ 第１５条 機構は、前条の定めるところにより業務を受託しよ

うとするときは、当該業務を委託しようとする者と業務の受 うとするときは、当該業務を委託しようとする者と業務の受

託に関する契約を締結するものとする。 託に関する契約を締結するものとする。

（受託契約） （受託契約）

第１８条 前条の契約においては、次の事項を定めるものとす 第１６条 前条の契約においては、次の事項を定めるものとす

る。 る。

（１）受託する業務の目的 （１）受託する業務の目的
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（２）受託する業務の実施の方法 （２）受託する業務の実施の方法

（３）受託する業務の実施に係る経費 （３）受託する業務の実施に係る経費

（４）知的財産権の取扱い （４）知的財産権の取扱い

（５）その他必要な事項 （５）その他必要な事項

（業務の委託） （業務の委託）

第１９条 機構は、機構法第１５条第１項の規定に基づき、第 第１７条 機構は、機構法第１２条第１項の規定に基づき、第

４条、第１０条第１項第１号、第２号、第５号及び第６号並 ４条、第１０条第１項第１号、第２号、第５号及び第６号並

びに第２項の業務の一部を、高年齢者等又は障害者の雇用の びに第２項の業務の一部を、高年齢者等又は障害者の雇用の

促進及びその職業の安定に係る事業を行う法人又は金融機関 促進及びその職業の安定に係る事業を行う法人又は金融機関

に委託することができる。 に委託することができる。

（業務委託の基準）

第２０条 機構は、前条に規定するもののほか、業務の効率的 第１８条 機構は、前条に規定するもののほか、業務の効率的 第２３条 機構は、機構法第１２条の規定によるほか、業務の

実施のため、その業務の一部を前条の法人その他の当該業務 実施のため、その業務の一部を前条の法人その他の当該業務 効率的実施のため、当該業務を的確に行う能力を有する者に

を的確に行う能力を有する者に委託することができる。 を的確に行う能力を有する者に委託することができる。 委託することができる。

（委託契約）

第２１条 機構は、業務を委託しようとするときは、受託者と 第１９条 機構は、業務を委託しようとするときは、受託者と 第２４条 機構は、業務を委託しようとするときは、受託者と

業務の委託に関する契約を締結するものとする。 業務の委託に関する契約を締結するものとする。 業務の委託に関する契約を締結するものとする。

（委託契約） （委託契約）

第２２条 前条の契約においては、次の事項を定めるものとす 第２０条 前条の契約においては、次の事項を定めるものとす ２ 前項の契約においては、次の事項について定めるものとす

る。 る。 る。

（１）委託の目的 （１）委託の目的 (１) 委託業務の名称

（２）委託の実施の方法 （２）委託の実施の方法 (２) 委託業務の目的及び内容

（３）委託に係る経費 （３）委託に係る経費 (３) 委託業務の実施方法

（４）その他必要な事項 （４）その他必要な事項 (４) 委託に係る経費の額及び支払方法

(５) その他必要な事項

第４章 契約の方法 第４章 契約の方法 第４章 競争入札その他契約に関する基本的事項

（契約方式） （契約方式） （契約方式）

第２３条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する 第２１条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する 第２５条 機構は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する

場合には、第２５条又は第２６条の規定により指名競争契約 場合には、第２３条又は第２４条の規定により指名競争契約 場合においては、次項及び第３項に規定する場合を除き、一

又は随意契約に付することができる場合を除き、公告して申 又は随意契約に付することができる場合を除き、公告して申 般競争により契約を締結するものとする。

込みをさせることにより一般競争入札により契約を締結する 込みをさせることにより一般競争入札により契約を締結する ２ 契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で前

ものとする。 ものとする。 項の競争に付する必要がない場合又は同項の競争に付するこ

とが不利と認められる場合においては、指名競争に付するこ

（一般競争） （一般競争） とができるものとする。
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第２４条 機構は、一般競争入札により契約を締結しようとす 第２２条 機構は、一般競争入札により契約を締結しようとす ３ 契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急を要し競

るときは、次に掲げる事項を公告して申込みをさせることに るときは、次に掲げる事項を公告して申込みをさせることに 争に付することができない場合又は競争に付することが不利

より行うものとする。 より行うものとする。 と認められる場合においては、随意契約によることができる

（１）一般競争入札に付する事項 （１）一般競争入札に付する事項 ものとする。

（２）一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 （２）一般競争入札に参加する者に必要な資格に関する事項 ４ 契約に係る予定価格が少額である場合又は機構の業務運営

（３）一般競争入札執行の日時及び場所 （３）一般競争入札執行の日時及び場所 上特に必要がある場合においては、第１項及び第２項の規定

（４）入札保証金に関する事項 （４）入札保証金に関する事項 にかかわらず、指名競争に付し又は随意契約によることがで

きるものとする。

（指名競争） （指名競争）

第２５条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、 第２３条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、

指名競争入札により契約を締結することができるものとす 指名競争入札により契約を締結することができるものとす

る。 る。

（１）契約の性質又は目的により競争に加わる者が少数で一 （１）契約の性質又は目的により競争に加わる者が少数で一

般競争入札によることが適当でないと認められるとき 般競争入札によることが適当でないと認められるとき

（２）一般競争入札により契約を締結することが不利と認め （２）一般競争入札により契約を締結することが不利と認め

られるとき られるとき

（３）契約の予定価格が少額であるとき （３）契約の予定価格が少額であるとき

（随意契約） （随意契約）

第２６条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、 第２４条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、

随意契約によることができるものとする。 随意契約によることができるものとする。

（１）契約の性質又は目的により一般競争入札及び指名競争 （１）契約の性質又は目的により一般競争入札及び指名競争

入札（以下「競争入札」という ）によることが適当で 入札（以下「競争入札」という ）によることが適当で。 。

ないと認められるとき ないと認められるとき

（２）緊急の必要により競争入札により契約を締結すること （２）緊急の必要により競争入札により契約を締結すること

ができないと認められるとき ができないと認められるとき

（３）競争入札により契約を締結することが不利と認められ （３）競争入札により契約を締結することが不利と認められ

るとき るとき

（４）契約の予定価格が一定額以下の少額であるとき （４）契約の予定価格が一定額以下の少額であるとき

（５）競争入札を行った場合において、入札者がないとき （５）競争入札を行った場合において、入札者がないとき

（６）競争入札を行った場合において、再度入札を行っても （６）競争入札を行った場合において、再度入札を行っても

落札者がないとき 落札者がないとき

（７）その他、業務運営上、随意契約によることが特に必要 （７）その他、業務運営上、随意契約によることが特に必要

であると認められるとき であると認められるとき

（落札） （落札） （落札方式）

第２７条 競争入札は、第２４条第２号に掲げる入札資格のな 第２５条 競争入札は、第２２条第２号に掲げる入札資格のな 第２６条 機構は、競争に付する場合においては、契約の目的

い者による入札又は入札に関する条件に違反した入札を除 い者による入札又は入札に関する条件に違反した入札を除 に応じ、予定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をも

き、予定価格の制限内の入札で最低又は最高の価格によるも き、予定価格の制限内の入札で最低又は最高の価格によるも って申込みをした者を契約の相手方とするものとする。ただ

のを落札とする。ただし、機構の支出の原因となる契約のう のを落札とする。 し、機構の支出の原因となる契約のうち、相手方となるべき
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ち、相手方となるべき者の申込みに係る価格によってはその 者の申込みに係る価格によってはその者により当該契約の内

者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれが 容に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき

あると認められるとき又はその者と契約を締結することが公 又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱す

正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適 こととなるおそれがあって著しく不適当と認められるとき

当と認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をも は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込みをした他

って申込みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みを の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を当該契約の

した者を当該契約の相手方とすることができるものとする。 相手方とすることができるものとする。

２ 機構は、その性質又は目的から前項の規定により難い契約 ２ 同価の入札をした者が２人以上あるときは、抽選により落 ２ 機構は、その性質又は目的から前項の規定により難い契約

については、同項の規定にかかわらず、価格その他の条件が 札者を定めなければならない。 については、同項の規定にかかわらず、価格その他の条件が

機構にとって最も有利な者を契約の相手方とすることができ 機構にとって最も有利な者を契約の相手方とすることができ

るものとする。 るものとする。

（契約の解除） （契約の解除）

第２８条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、 第２６条 機構は、次の各号のいずれかに該当する場合には、

契約を解除しなければならない。ただし、契約の存続が機構 契約を解除しなければならない。ただし、契約の存続が機構

の利益に適合すると認められる場合は、この限りでない。 の利益に適合すると認められる場合は、この限りでない。

（１）正当な理由がなく契約期間内に履行を完了しなかった （１）正当な理由がなく契約期間内に履行を完了しなかった

とき、又は履行完了の見込みがないとき とき、又は履行完了の見込みがないとき

（２）契約の履行につき不正行為があったとき （２）契約の履行につき不正行為があったとき

（３）前２号に掲げるもののほか、機構の都合により必要と （３）前２号に掲げるもののほか、機構の都合により必要と

認められるとき 認められるとき

２ 機構は、前項の規定により契約を解除したときは、遅滞な ２ 機構は、前項の規定により契約を解除したときは、遅滞な

く相手方に通知しなければならない。 く相手方に通知しなければならない。

（契約の特例） （契約の特例）

第２９条 １９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府 第２７条 １９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府

調達に関する協定を実施するため機構の締結する契約のうち 調達に関する協定を実施するため機構の締結する契約のうち

当該協定の適用を受けるものに関する事務の取扱について 当該協定の適用を受けるものに関する事務の取扱について

は、別に定める。 は、別に定める。

（会計規程への委任） （会計規程への委任） （会計規程への委任）

第３０条 この章に定めるもののほか、入札保証金その他の機 第２８条 この章に定めるもののほか、入札保証金その他の機 第２７条 この章に定めるもののほか、入札保証金その他機構

構が行う契約に関して必要な事項は、通則法第４９条の規定 構が行う契約に関して必要な事項は、通則法第４９条の規定 が行う契約に関して必要な事項は、通則法第４９条の規定に

による規程で定める。 による規程で定める。 よる規程で定める。

第５章 業務の成果の普及等の方法 第５章 業務の成果の普及等の方法 第５章 その他機構の業務の執行に関して必要な事項

（国等への協力） （国等への協力） （その他）
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第３１条 機構は、国、地方公共団体、公益法人、営利法人そ 第２９条 機構は、国、地方公共団体、公益法人、営利法人そ 第２８条 機構は、この業務方法書に定めるもののほか、その

の他の団体等の求めに応じて、その団体等の設置する委員会 の他の団体等の求めに応じて、その団体等の設置する委員会 業務に関し必要な事項については、別に定める。

等に役職員を参画させることができる。 等に役職員を参画させることができる。

（成果の普及） （成果の普及）

第３２条 機構は、次の各号に掲げる方法により、業務の成果 第３０条 機構は、次の各号に掲げる方法により、業務の成果

の普及を図るものとする。 の普及を図るものとする。

（１）業務の成果に関する報告書を作成し、これを頒布する （１）業務の成果に関する報告書を作成し、これを頒布する

こと こと

（２）業務の成果を機構のホームページに掲載して、提供す （２）業務の成果を機構のホームページに掲載して、提供す

ること ること

（３）調査研究の成果に関する技術指導を行うこと （３）調査研究の成果に関する技術指導を行うこと

（４）その他事例に応じて最も適当と認められる方法 （４）その他事例に応じて最も適当と認められる方法

２ 機構は、前項の業務を行うときは、別に定めるところによ ２ 機構は、前項の業務を行うときは、別に定めるところによ

り、適正な対価を徴収することができる。 り、適正な対価を徴収することができる。

（知的財産権の確立等） （知的財産権の確立等）

第３３条 機構は、調査研究等から得られた知的財産権の実施 第３１条 機構は、調査研究等から得られた知的財産権の実施

を許諾し、又は譲渡すること等により、研究成果の普及を効 を許諾し、又は譲渡すること等により、研究成果の普及を効

果的に推進する。 果的に推進する。

２ 機構は、前項の業務を実施するために、次の事項を定めな ２ 機構は、前項の業務を実施するために、次の事項を定めな

ければならない。 ければならない。

（１）知的財産権の実施を許諾するための基準 （１）知的財産権の実施を許諾するための基準

（２）知的財産権の譲渡をするための基準 （２）知的財産権の譲渡をするための基準

（３）その他必要な事項 （３）その他必要な事項

３ 機構は、第１項の許諾又は譲渡に当たっては、別に定める ３ 機構は、第１項の許諾又は譲渡に当たっては、別に定める

ところにより、適正な対価を徴収することができる。 ところにより、適正な対価を徴収することができる。

第６章 施設等の貸与 第６章 施設等の貸与

第３４条 機構は、機構の業務の実施に支障がない範囲におい 第３２条 機構は、機構の業務の実施に支障がない範囲におい

て、別に定めるところにより、機構の施設等の一部を他の者 て、別に定めるところにより、機構の施設等の一部を他の者

に貸与することができるものとする。 に貸与することができるものとする。

、 、 、 、２ 前項の貸与を実施するときには 別に定めるところにより ２ 前項の貸与を実施するときには 別に定めるところにより

適正な対価を徴収することができる。 適正な対価を徴収することができる。

第７章 業務運営に関する事項の公表の方法 第７章 業務運営に関する事項の公表の方法
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第３５条 機構は、別に定めるところにより、機構の業務運営 第３３条 機構は、別に定めるところにより、機構の業務運営

に関する重要な事項について、官報への公告、機構のホーム に関する重要な事項について、官報への公告、機構のホーム

ページへの掲載その他当該事項の性質により適当と認められ ページへの掲載その他当該事項の性質により適当と認められ

る方法により公表するものとする。 る方法により公表するものとする。

附 則 附 則 附 則

第１条から第４条まで （略） 第１条から第４条まで （略）

（雇用促進住宅の譲渡等業務） （雇用促進住宅の譲渡等業務）

第５条 機構は、当分の間、機構法附則第５条第３項第１号及 第１２条 機構は、当分の間、機構法附則第４条第１項第２号

び第２号の業務として、独立行政法人雇用・能力開発機構法 及び第３号の業務として、機構法附則第６条の規定による廃

を廃止する法律（平成２３年法律第２６号）による廃止前の 止前の雇用・能力開発機構法（平成１１年法律第２０号。以

独立行政法人雇用・能力開発機構法（平成１４年法律第１７ 下「旧機構法」という ）附則第１１条第１項に規定する雇。

０号）附則第６条の規定による廃止前の雇用・能力開発機構 用促進住宅の譲渡又は廃止並びに同条第２項及び第３項に規

法（平成１１年法律第２０号）附則第１１条第１項に規定す 定する雇用促進住宅の譲渡又は廃止までの間の運営等を行う

る雇用促進住宅の譲渡又は廃止並びに同条第２項及び第３項 ものとする。

に規定する雇用促進住宅の譲渡又は廃止までの間の運営等を

行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところに ２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところに

より行うものとする。 より行うものとする。

（事業主その他のものの行う職業訓練の援助業務）

第６条 機構は、当分の間、機構法附則第５条第３項第３号の

業務として、事業主その他のものの行う職業訓練の援助及び

これに付帯する業務を行うものとする。

２ 前項の業務の実施については、機構が別に定めるところに

より行うものとする。

附 則（平成２３年○月○日業務方法書第○号）

（施行期日）

この業務方法書の変更は、平成２３年１０月１日から施行す

る。


